
 

 

 

 

 

国分寺市循環型社会形成推進地域計画 

（第２期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国分寺市 

令和５年 10 月 27 日 

  



 

 

 

目  次 

 

１．地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項…………１ 

２．循環型社会形成推進のための現状と目標…………………………３ 

３．施策の内容……………………………………………………………５ 

４．計画のフォローアップと事後評価…………………………………12 

 

【添付資料】 

様式１～２…………………………………………………………………13 

参考資料 様式１，８……………………………………………………16 

添付資料１～４……………………………………………………………18 

 

 

  



 

 

１ 

１．地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

（１）対象地域 

 市 町 村 名：国分寺市 

 面    積：11.46km2 

 人    口：128,435 人（令和４年 10 月１日現在） 

 

（２）計画期間 

 本計画は，令和６年４月 1 日から令和 11 年３月 31 日までの５年間を計画期間とする。 

 なお，目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ，必要な場合には計画を見直す

ものとする。 

 

（３）基本的な方向 

 国分寺市（以下「本市」という。）は，首都近郊にあって武蔵野の面影を残す住宅都市と

して，また水と緑に彩られた文化都市として発展している。 

 本市は，生活系ごみ※処理手数料有料化（平成 25 年６月）によるごみの減量化や拠点回

収の拡充等によるリサイクル率の向上に取り組んでいる結果，１人１日当たりのごみ量の

少ない自治体として，多摩地域内において上位に位置している。 

本市では“清潔で環境に優しい循環型都市”を目指して，平成 31 年４月に「国分寺市一

般廃棄物処理基本計画」を策定し，更なるごみの減量・資源化に向けた施策を進めてきた。 

現在，もやせるごみについては，日野市，小金井市と共同で「浅川清流環境組合」を設

立し，令和２年度から処理を開始している。もやせるごみ以外のごみ及び資源物について

は，これまでと同様に現清掃センターで処理を行っている。 

引き続きごみの減量，資源化を推進することで焼却処理施設への負荷を低減するととも

に，焼却処理後の灰や残渣を減らすことで，エコセメント化施設の安定的かつ効率的な運

用にもつなげることができる。 

また，近年は食品ロスや海洋プラスチック等の問題などが広く認知され，令和４年４月

の「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」の施行等を受け，プラスチック

をはじめとする資源物の循環利用システムの構築が求められている。 

このようなごみ・資源物処理を取り巻く環境の変化に対応するため，本市では，現清掃

センターの解体とその跡地にもやせるごみ以外のごみ及び資源物の処理を行うリサイクル

センターの施設整備を計画している。 

 

※国分寺市一般廃棄物処理基本計画等の関連計画で使用している「家庭系ごみ」という用語について，

本計画では「生活系ごみ」と置換する。 

 

（４）ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

 本市は，多摩地域の 25 市１町で構成する一部事務組合「東京たま広域資源循環組合」に
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加入しており，焼却灰等の広域処分を実施している。東京たま広域資源循環組合では，最

終処分場の延命化や循環型社会形成に向けて搬入される焼却灰を主原料とするエコセメン

トを平成 18 年度から製造している。エコセメント製品については，道路や公共施設等の公

共工事において市が率先して利用（Ｌ型側溝やインターロッキングブロックで主に活用実

績有。）するよう庁内啓発を行っており，今後も多摩地域で製造される材料として有効活用

（地産地消）すると共に，循環型社会の構築を進めていく。 

 もやせるごみについては，日野市，小金井市との３市で構成する一部事務組合「浅川清

流環境組合」において高効率ごみ発電施設を備えた焼却施設の運営を行っている。 

今後については,多摩地域のごみ焼却施設の広域化・施設の集約化は一定程度進んでい

る状況を踏まえ，浅川清流環境組合での安定的かつ効率的な処理体制の維持に努め，更に

今後はより大きい枠組みの広域化も視野に入れ事業を推進していく。 

マテリアルリサイクル推進施設については，「東京都における今後のごみ処理の広域化・

ごみ処理施設の集約化の方向性」（令和５年３月）において、資源物の引渡条件等により必

ずしも集約化を目指すものではないとされており，本市においても効率的な処理の観点か

ら，現状では単独での施設整備を進める。 

 

（５）プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

現在，本市では，各家庭から排出された資源プラスチック（容器包装プラスチック）に

ついて，現清掃センターで主に手選別で異物を除去し，減容・ベール化して再商品化事業

者に搬出している。 

令和４年度に「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」が施行され，容器

包装プラスチックに加え，製品プラスチックも含めた包括的な資源循環体制の強化が求め

られていることから，本市においても，現在「もやせないごみ」としている製品プラスチ

ックについて，令和６年度からの容器包装プラスチックとの一括回収及び有料化に向けて

準備をしており，新たに整備するリサイクルセンターにおいても一括回収したプラスチッ

ク資源を再商品化するための中間処理設備を整備していく。 

分別収集については，指定収集袋を４種類（表２参照）導入し，収集頻度は現在の資源

プラスチックと同様に週１回の収集とする。対象物は，これまで分別回収していた，容器

包装プラスチック，ネット類，エアーキャップ，発泡スチロール等に加え，プラスチック

素材（100％）でできた製品を一括回収する。 

また，指定収集袋を有料化することにより，ごみの発生抑制や分別によるごみの減量，

資源化の促進，さらには海洋プラスチック問題への対応，温室効果ガスの削減等につなげ

ることができる。 

一括回収したものについて，新たに整備するリサイクルセンターの建設期間は，民間処

理施設に直接搬入し，処理を委託する。稼働後は，リサイクルセンターの中間処理設備に

おいて，手作業や選別機械により異物を除去した後，圧縮梱包機でベール化し，（公財）日

本容器包装リサイクル協会の指定法人に委託し，再商品化を行う予定である。 
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２．循環型社会形成推進のための現状と目標 

（１）一般廃棄物等の処理の現状 

 令和３年度の一般廃棄物の排出，処理状況は図１のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 一般廃棄物の処理状況フロー 

 

  

集団回収量 総資源化量

15,047ｔ

【47.6%】

直接資源化量 処理後再生利用量

4,805ｔ 7,430ｔ

(16.7%) 処理残さ量 (25.8%)

7,430ｔ

排出量 計画処理量 中間処理量 (25.8%) 処理後最終処分量

28,780ｔ 23,975ｔ 0ｔ

(100%) (83.3%) 減量化量 (0.0%)

16,545ｔ

自家処理量 直接最終処分量 (57.5%) 最終処分量

0ｔ 0ｔ 0ｔ

(0.0%) (0.0%) (0.0%)

2,812ｔ

28,780ｔ
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（２）一般廃棄物等の処理の目標 

 本計画の計画期間中においては，廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し，表

１のとおり目標量について定め，それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

 

 表１ 減量化，再生利用に関する現状と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）総資源化量には，現在エコセメント化している焼却残渣量を含む。 
※1 排出量は現状に対する割合，その他は排出量に対する割合 

※2 （１事業所当たりの排出量）＝［（事業系ごみの総排出量）-（事業系ごみの資源ごみ量）］/事業所数 

0.61 トン/事業所＝［(2,570)－ (０)］/4,239 事業所（令和３年度）：推計（令和３年経済センサス基礎調査に

よる事業所数（実績値）を基礎とした推計値） 

0.46 トン/事業所＝［(1,953)－ (０)］/4,239 事業所（令和 11 年度）：推計（令和３年経済センサス基礎調査に

よる事業所数（実績値）を基礎とした推計値） 

※3 （１人当たりの排出量）＝［（生活系ごみの総排出量）-（生活系ごみの資源ごみ量）］/人口 

125.6kg/人＝［（26,210） -（10,168） /127,715 人（令和３年度）：実績 

119.8kg/人＝［（24,986） -（10,351）］/122,207 人（令和 11 年度）：一般廃棄物処理基本計画の人口推計より 

≪用語の定義≫ 

排出量：事業系ごみ，生活系ごみを問わず，出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位：トン〕 

総資源化量：集団回収量，直接資源化量，中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕 

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量（単位：MWｈ） 

及び熱利用慮（単位：GJ） 

最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー 

事 業 系 総排出量 2,570 トン 1,953 トン (-24.0%) 

1事業所当たりの排出量※２ 0.61 トン/事業所 0.46 トン/事業所 (-24.6%) 

生 活 系 総排出量 26,210 トン 24,986 トン (-4.7%) 

1人当たりの排出量※３ 125.6 kg/人 119.8 kg/人 (-4.6%) 

合 計 事業系家庭系排出量合計 28,780 トン 26,939 トン (-6.4%) 

直接資源化量 4,805 トン (16.7%) 4,454 トン (16.5%)

総資源化量 15,047 トン (47.6%) 13,839 トン (46.8%)

発 電 年間発電電力量 - MWh - MWh

熱 利 用 年間熱利用量 - GJ - GJ

最 終 処 分 量 埋立最終処分量 0 トン (0.0%) 0 トン (0.0%)

エ ネ ル ギ ー
回 収 量

指　　　　　標
現　状（割合※１）
（令和３年度）

目　標（割合※１）
（令和11年度）

再 生 利 用 量

排 出 量

集団回収量 総資源化量

13,839ｔ

【46.8%】

直接資源化量 処理後再生利用量

4,454ｔ 6,771ｔ

(16.5%) 処理残さ量 (25.2%)

6,771ｔ

排出量 計画処理量 中間処理量 (25.2%) 処理後最終処分量

26,939ｔ 22,485ｔ 0ｔ

(100%) (83.5%) 減量化量 (0.0%)

15,714ｔ

自家処理量 直接最終処分量 (58.3%) 最終処分量

0ｔ 0ｔ 0ｔ

(0.0%) (0.0%) (0.0%)

26,939ｔ

2,614ｔ
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３．施策の内容 

（１）発生抑制，再使用の推進 

ア 有料化 

 本市では，生活系ごみを平成 25 年６月から有料化しており，もやせるごみ，もやせない

ごみは減少傾向にある。事業系ごみについては，ほぼ横ばいを推移していることから，今

後排出状況や適正な排出方法を周知・啓発するとともに検査や指導体制の強化による減量

を目指す。また，減量施策の効果やもやせるごみの共同処理を行う日野市，小金井市のご

み処理手数料の設定状況等を勘案し，本市の事業系ごみ処理手数料について見直しを行い，

令和２年４月に３市同一の料金へ改定した。今後は，必要に応じて関係団体と協議の上，

総合的な判断のもと，見直しを行う。 

なお，令和６年６月からは，現在収集している資源プラスチック（容器包装プラスチッ

ク）に製品プラスチックを含めた一括収集を有料化（指定収集袋）により実施することで，

ごみの発生抑制，分別によるごみの減量，資源化の促進を図り，更なる循環型社会の推進

に向けて取り組んでいく。 

 

表２ 手数料一覧 

 

 

イ 環境教育，普及啓発 

（ａ）３市ごみ減量推進市民会議によるもやせるごみの減量推進 

浅川清流環境組合可燃ごみ処理施設に係る市民で構成された「３市ごみ減量推進市民

会議」において，市民への効果的な情報発信の方法や環境に配慮したごみ減量施策につ

いて，更なるごみの減量や分別に向けた取組の理解を図るべく，協議，検討を行ってい

る。 

また，３市と浅川清流環境組合の共同事業として令和２年度から実施している水銀回

区 分  
手 数 料  

市 が収 集 ・運 搬 する場 合  自 ら搬 入 する場 合  

生
活
系
ご
み 

もやせるごみ 

もやせないごみ 

ミニ袋 （３ℓ） 

※もやせるごみのみ 

Ｓ袋 （５ℓ） 

Ｍ袋 （10ℓ） 

Ｌ袋 （20ℓ） 

ＬＬ袋 （40ℓ） 

１袋 につき ５円  

 

１袋 につき 10 円  

１袋 につき 20 円  

１袋 につき 40 円  

１袋 につき 80 円  

１ｋｇにつき 20 円  

プラスチック類  

Ｓ袋 （５ℓ） 

Ｍ袋 （10ℓ） 

Ｌ袋 （20ℓ） 

ＬＬ袋 （40ℓ） 

 

１袋 につき ５円  

１袋 につき 10 円  

１袋 につき 20 円  

１袋 につき 40 円  

 

粗 大 ごみ 
１ｋｇにつき 40 円 を基 準 とし，形 状 ，重 量 ，処 理 方 法 等 を勘 案 して品 目 ごとに規 則 を

定 める額 。ただし，品 目 ごとの手 数 料 の上 限 は 5,000 円 とする。 

事 業 系 ごみ 

大 袋 （40ℓ） 

小 袋 （20ℓ） 

１袋 につき 300 円  

１袋 につき 150 円  １ｋｇにつき 42 円  

1ｋｇにつき 62 円   



 

 

６ 

収キャンペーンについて，もやせるごみの中に水銀使用製品の混入を防ぐため，引き続

き啓発活動を継続していく。 

（ｂ）市民・事業者に対するごみの分別や拠点収集事業，有価物地域回収事業等の周知・

啓発活動の実施 

国分寺まつりや自治会・町内会・老人会等の催し，更には「分別よろず相談所」を通

じて周知を図り，ごみの分別や資源物の拠点収集に関する効果的な啓発活動を実施する。 

また，周知・啓発方法として，市報やホームページのほか，「ごみ分別アプリ」を活用

し，より多くの市民の理解を図る。 

併せて,ごみの分別や排出方法,粗大ごみの申込み等,ＩＣＴの導入に向けた調査・研

究も進めていく。 

本市では，リサイクルの大切さを身近に感じながらごみの減量と資源化につながり，

市の収集費用負担の軽減も見込まれることから，有価物地域回収事業を進めており，今

後も同事業等の周知を積極的に実施する。 

 

ウ もやせるごみの発生・排出抑制 

（ａ）生ごみの水切り・堆肥化 

もやせるごみの大部分である生ごみのうち，７から８割は水分が占めると言われてお

り，その水分を減らすことはごみの減量にもつながるため，その取組がより浸透するよ

う，また，転入市民にも協力してもらえるよう，「生ごみ 水切り ひとしぼり」プラス

天日干し運動を継続する。 

また，家庭から出る生ごみを障害者施設や小学校，公民館等で回収,たい肥化する事業

についても，自治会・町内会，集合住宅等へ積極的な活用をＰＲし，もやせるごみの減

量を図っている。併せて，市立小学校及び市立保育園の給食残さも，家庭から回収され

た生ごみ及びせん定枝とともにたい肥化し，希望する市民に配布する事業も継続してい

く。 

（ｂ）食品ロス削減に向けた対策 

飲食系事業者に対する食品ロス削減に向けたマッチングサービスや広報を含めた削減

対策を実施する。また，国分寺市商工会，市内のリサイクル推進協力店，コンビニエン

スストア等と協力して「てまえどりキャンペーン」等を展開し，事業者と連携した食品

ロス削減に繋がる啓発も継続，実施していく。 

一般家庭に対しては，賞味期限・消費期限の正しい認識の浸透を図り，買いすぎない（買

い物時の工夫等），使い切り・食べきりなど，日常生活で実践できる取組について周知・

啓発を行うとともに，社会福祉協議会と連携して実施しているフードドライブを継続し

ながら，事業者や市民と協力して食品ロスを減らす対策を進める。 

 

エ 再使用（リユース）の推進 

陶磁器のリユースについては，公民館や地域センター等の拠点数を拡充しながら実施し
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ており，回収された陶磁器の一部は「環境まつり」や「もったいない食器市」で市民に提

供されるほか，靴・かばん・ベルト・ぬいぐるみについても，平成 26 年度から拠点収集を

開始し，リユースやリサイクルに繋げている。これらの事業を今後も推進するとともに，

「リサイクル家具販売会」（粗大ごみから出た利用可能な家具を修理して販売）についても，

リサイクルショップの活用を含めて更なる意識啓発を図る。 

なお，市民が不要となった物品は，市報やホームページを通じて「リサイクル」情報と

して周知を行い，物品を求める方への橋渡しを行う取組を継続する。 

 

オ 事業系ごみの発生・排出抑制 

（ａ）事業系ごみの排出抑制（搬入物検査の実施） 

収集運搬業許可業者に対する搬入物検査を，浅川清流環境組合を構成する３市（日野

市・国分寺市・小金井市）での統一ルールにおいて継続し，不適合物の混入や資源物の

分別指導を徹底させ，事業系ごみの減量を図る。 

分別指導とあわせ，食品リサイクルやせん定枝の資源化への移行を指導し，ごみの減

量に繋げ，更に新たな資源化ルートを研究し，その活用を勧奨していく。 

（ｂ）事業系ごみを対象とした組成分析調査の実施 

浅川清流環境組合可燃ごみ処理施設へ搬入する,事業系のもやせるごみの組成分析調

査を実施し，その分析結果を収集運搬業許可業者に周知する。 

また，排出事業者に対しては組成分析調査の結果から分別の啓発や指導を行う。 
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（２）処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

現状の分別区分は，表３のとおりである。 

処理体制として，もやせるごみについては，令和２年度より浅川清流環境組合において

共同処理が開始されており，高効率ごみ発電施設を備えた焼却施設の運営を行っている。 

もやせるごみ以外は，本市で処理を行っており，ペットボトルは令和２年７月から，せ

ん定枝令和３年４月から戸別収集を実施している。なお，戸別収集以前から勧奨している

ペットボトルの店舗への返却については，今後も継続して啓発していく。 

また，令和６年度からは，「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」に基づ

き，資源プラスチック（容器包装プラスチック）に製品プラスチックを含めた一括収集を

有料化（指定収集袋）により実施する。 

もやせないごみ，有害ごみ，粗大ごみ及び資源物の処理は，マテリアルリサイクル施設

を本市単独で整備し，さらなるリサイクルの推進を図る。 

 

イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

事業者は，自らの責任でごみを適正に処理することが原則であることを踏まえ，事業者

自らの責任による法令を遵守した適正処理を推進していく。本市においては，事業系ごみ

の排出者の把握に努め，処理状況や適正な排出方法を周知・啓発するとともに，搬入検査

や指導体制を強化し，事業系ごみの減量と資源化を求めていく。 

 

ウ 一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後 

本市では産業廃棄物を一般廃棄物の処理施設に受入れをしていない。今後も産業廃棄物

は事業者責任において処理するものとし，一般廃棄物処理施設で受け入れる予定は無い。 
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表３ 国分寺市地域の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一次処理 二次処理 一次処理 二次処理

焼却

（熱回収）
発電

浅川清流

環境組合

焼却

（熱回収）
発電

浅川清流

環境組合

可燃性 破砕 熱回収/発電

国分寺市

清掃センター(破砕）

浅川清流環境組合

（熱回収/発電）

可燃性 破砕 熱回収/発電

リサイクルセンター

(破砕）

浅川清流環境組合

（熱回収/発電）

不燃性 委託（資源化） 不燃性 委託（資源化）

委託（資源化） 委託（資源化）

委託（資源化） 委託（資源化）

（売却） （売却）

委託（資源化） 委託（資源化）

委託（資源化） 委託（資源化）

委託（資源化） 委託（資源化）

委託（資源化） 委託（資源化）

委託（資源化） 委託（資源化）

委託（資源化） 委託（資源化）

委託（資源化） 委託（資源化）

国分寺市ストック

ヤード
委託（資源化） 委託（資源化）

委託（資源化） 委託（資源化）

委託（資源化） 委託（資源化）

（売却） （売却）

リサイクルセンター

資
源
物

リサイクル

（圧縮・選別・保管）

陶磁器

現状（令和３年度） 今後（令和13年度）

プラスチック廃棄物

金物類

小型家電

粗大ごみ

破砕・選別

もやせないごみ

廃食用油

カン

靴・かばん・ベルト・ぬい
ぐるみ

紙類・衣類・布類

たい肥化生ごみ

ビン

ペットボトル

せん定枝・落ち葉・下草

もやせるごみ

もやせないごみ

有害ごみ

分別区分

もやせるごみ
東京たま広域資源

循環組合

残灰：セメント原料

化

処理方法 分別区分 処理方法
処理施設等

有害ごみ 保管

処理施設等

東京たま広域資源

循環組合

残灰：セメント原料

化

リサイクル

（選別・圧縮・保管）

破砕・選別

保管

国分寺市

清掃センター

資
源
物

粗大ごみ

小型家電

金物類

資源プラスチック

カン

紙類・衣類・布類

ビン

靴・かばん・ベルト・ぬい
ぐるみ

廃食用油

ペットボトル

陶磁器

せん定枝・落ち葉・下草

たい肥化生ごみ

※「今後」の分別区分と処理方法については，計画終了の翌年（令和 11 年度）は現状と同じであることから，リサイクルセンター稼働

により変更が生じる令和 13 年度の分別区分と処理方法を記載している。 
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（３）処理施設等の整備 

 上記（２）の処理体制で処理を行うが，表４のとおり必要な施設整備を行う。 

 

表４ 整備する処理施設 

事業 

番号 

整備施設種類 

施設名 
事業名 処理能力 設置予定地 

事業期間 

（全体事業期間） 
国土強靭化 

１ 

リサイクルセンター 

 

国分寺市リサイクル

センター 

国分寺市マテリアル

リサイクル推進施設

整備事業 

約 35t/5h 

国分寺市西

恋 ヶ 窪 4-

9-8 

R７～R10 

（R７～R13） 
－ 

（整備理由）  

事業番号１ 高効率ごみ発電施設を備えた焼却施設（浅川清流環境組合）の竣

工に伴い，国分寺市清掃センター工場棟を解体し，もやせないご

み，有害ごみ，粗大ごみ，資源物の処理を行うリサイクル施設を

整備することにより，市内でのより一層のリサイクル推進を図る。 

 

（４）施設整備に関する計画支援事業 

 （３）の施設整備に先立ち，表５のとおり計画支援事業を行う。 

 

表５ 実施する計画支援事業事 

事業 

番号 
事業名 事業内容 事業期間 

１ 

国分寺市リサイクルセンター整備（事業番号１）

に係る清掃センター（工場棟）解体工事発注仕

様書等作成事業 

発注仕様書作成等 R６ 

（仮称）国分寺市リサイクルセンター整備（事

業番号１）に係る要求水準書・発注仕様書等作

成事業 

要求水準書，発注仕

様書作成等 

R９～R10 

（R９～R13） 
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（５）その他の施策 

 その他，地域の循環型社会を形成する上で，次の施策を実施していく。 

 

ア 再生利用品の需要拡大事業 

（ａ）環境負荷の少ない製品の優先購入 

平成 18 年 10 月に「国分寺市グリーン購入基本方針」を策定し，平成 19 年４月からは

特定調達品目の判断基準を定めた「国分寺市グリーン購入ガイドライン」に基づき，物

品の調達を行なっている。 

本市が率先して環境負荷の少ない製品を優先的に購入し，事務事業活動から生じる環

境負荷の低減に努め，循環型社会の構築を目指す。また，エコセメント化製品の積極的

な利用についても同様に庁内啓発を図っていく。 

 

イ 廃家電のリサイクルに関する普及啓発 

（ａ）特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）対象製品適正処理の啓発 

エアコン，テレビ，冷蔵庫，洗濯機等については，特定家庭用機器再商品化法（家電

リサイクル法）に基づいた適正な回収，再商品化がなされるよう市民及び家電小売店に

引き続き啓発を図る。 

また，拠点収集（平成 23 年度開始）した小型家電については，使用済小型電子機器等

の再資源化の促進に関する法律（小型家電リサイクル法）に基づく認定事業者と契約し

再資源化を図っている。現在，拠点数を拡充しながら実施しており，小型家電のリサイ

クルについて普及・啓発を図り，更なるもやせないごみの減量化を促進する。 

（ｂ）リサイクル推進協力店の拡大・拡充 

近年店舗数が横ばいとなっているリサイクル協力店の拡大・拡充を図る。 

また，深刻な海洋プラスチック問題やプラスチックに係る資源循環の促進等に関する

法律（令和４年４月１日施行）等を踏まえ，今後もリサイクル推進協力店と連携し，プ

ラスチック等の自主回収を実施するとともに，市民へ販売店に返却するよう周知する。 

 

ウ 不法投棄対策の強化 

清掃指導員によるパトロールを強化し，特に不法投棄が多い箇所には土地の管理者等と

協議を進め不法投棄禁止看板の設置を行い，多量の不法投棄及び不法投棄頻発箇所は，所

轄警察署等と連携して対応していく。 

また，市報・ホームページ等で不法投棄の防止に関する情報の掲示をするとともに，廃

棄物減量等推進委員会等の協力を得て，地域の自主的な監視を推進する。 

 

エ 災害廃棄物処理体制の強化 

災害等により発生する大量のごみについては，令和３年 12 月に策定した「国分寺市災害
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廃棄物処理計画」に基づき，適正にごみ処理を行うものとする。また，災害廃棄物処理計

画に基づき，災害廃棄物処理体制の強化を目指す。 

なお，国分寺市災害廃棄物処理計画の実効性を高めるため,国が定める法令，指針の策定

や見直し状況，訓練の実施状況等を踏まえ，必要と判断された場合に見直しを行う。 

 

 

４．計画のフォローアップと事後評価 

（１）計画のフォローアップ 

毎年，計画の進捗状況を把握し，その結果を公表するとともに，必要に応じて，東京

都及び国と意見交換をしつつ，計画の進捗状況を勘案し，計画の見直しを行う。 

 

（２）事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後，処理状況の把握を行い，その結果が取りまとまった時点で，速やか

に計画の事後評価，目標達成状況の評価を行う。また，評価の結果を公表するとともに，

評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。なお，計画の進捗状況や社会経済情

勢の変化等を踏まえ，必要に応じ計画を見直すものとする。 
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様式１ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　地域の概要

（１）地域名 （２）地域内人口 128,435人 （３）地域面積

（４）構成市町村等名 （５）地域の要件*

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

目　標

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和11年度

2,384 2,441 2,815 3,134 2,306 2,570 1,953

0.65 0.66 0.77 0.85 0.63 0.61 0.46

25,237 25,076 25,071 25,612 26,955 26,210 24,986

136.1 135.2 133.0 134.8 139.6 125.6 119.8

27,621 27,517 27,886 28,746 29,261 28,780 26,939

3,846(13.9%) 3,751(13.6%) 3,713(13.3%) 3,722(12.9%) 3,850(13.2%) 4,805(16.7%) 4,454(16.5%)

13,850(45.8%) 14,117(46.8%) 13,973(45.6%) 14,248(44.8%) 14,659(45.5%) 15,047(47.6%) 13,839(46.8%)

－ － － － － － －

－ － － － － － －

最終処分量 0 0 0 0 0 0 0

※　別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付する。

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

エネルギー回収量
（年間の発電電力量　MWH）

（年間の熱利用量　GJ）

再生利用量
直接資源化量（トン）

総資源化量（トン）

埋立最終処分量（トン）

*交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに○を付ける。

指標・単位

年

過去の状況・現状（排出量等に対する割合）

排出量

事業系　総排出量（トン）

　　　　　　1事業所当たりの排出量（トン/事業所）

生活系　総排出量（トン）

　　　　　　1人当たりの排出量（ｋｇ/人）

エネルギー回収量

合計     事業系生活系の総排出量合計（トン）

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画　総括表１

国分寺市 11.46㎢

国分寺市 人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪、山村　半島　過疎　その他

（６）構成市町村に一部事務組合等が含まれる場

合、当該組合の状況

組合を構成する市町村：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立（予定）年月日：

設立されていない場合、今後の見通し：当面予定なし
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３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定

（１）現有施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工年月 廃止又は休止（予定）年月 解体（予定）年月

ごみ焼却施設
国分寺市清掃セン

ター
国分寺市

全連続燃焼式焼却炉

（ストーカ）
140ｔ/日 S60.10 R２.１廃止 R10.３解体予定

リサイクルセンター
国分寺市清掃セン

ター
国分寺市 破砕（剪断式）・選別 30ｔ/５ｈ S60.11 R７.10廃止予定 R10.３解体予定

（２）更新（改良）・新設施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工予定年月 更新（改良）・新設理由
廃焼却施設解体の有無

（解体施設の名称）

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

想定される浸水深
と対策

プラスチック再
商品化を実施
するための施
設整備事業

備考

リサイクルセンター リサイクルセンター 国分寺市 破砕（剪断式）・選別 約35ｔ/５ｈ R14.３予定
　　施設の老朽化，

　　リサイクルの推進等
有

（国分寺市清掃センター）
R８.１～R10.３

周囲より施設・敷地が
高い位置にあり、浸水
の恐れはない。

○
国分寺市清掃センター解
体事業と一体としてリサイク
ルセンターを整備

備考想定される浸水深と対策

周囲より施設・敷地が高い位置にあり、浸水の恐れはな

い。

周囲より施設・敷地が高い位置にあり、浸水の恐れはな

い。
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様式２ 

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                

 

 

 

 

 

 

 

事　業　名　称 単位 開始 終了
計画期間計
（総合計）

R６ R７ R８ R９ R10 （R10以降）
計画期間計
（総合計）

R６ R７ R８ R９ R10 （R10以降）

1,902,938 890,891

(10,627,586) (9,440,891)

リサイクルセンター整備事業（焼却施設分解体） 140 t/日 R7 R9 1,526,000 0 106,000 710,000 710,000 0 (0) 890,891 0 101,135 394,878 394,878 0 (0)

リサイクルセンター整備事業（仮設運営） R7 R13 376,938 202,290 58,216 58,216 58,216 (174,648) 0 0 0 0 0 0 (0)

リサイクルセンター整備事業（建設） 約35 t/5h R12 R13 0 0 0 0 0 0 (8,550,000) 0 0 0 0 0 0 (8,550,000)

57,387 49,280

(142,308) (126,094)

リサイクルセンター整備に係る計画支援事業（解
体）

1 国分寺市 R6 R9 12,914 12,914 0 0 0 0 (0) 12,914 12,914 0 0 0 0 (0)

リサイクルセンター整備に係る計画支援事業（建
設）

1 国分寺市 R9 R13 44,473 0 0 0 18,183 26,290 (84,921) 36,366 0 0 0 18,183 18,183 (76,814)

1,960,325 940,171

(10,769,894) (9,566,985)
18,183 (8,626,814)84,506 394,878 413,06112,914 308,290 768,216

18,183 18,183 (76,814)

　　合　　　　　計 (8,809,569)

18,183 26,290 (84,921) 12,914 0

786,399 12,914 101,135

0

1 国分寺市

○施設整備に関する計画支援事業 12,914 0 0

101,135 394,878 394,878 0 (8,550,000)
全体事業：

R5～R13

交　付　対　象　事　業　費　( 千 円 ）

備考

○マテリアルリサイクル推進等に関する事業 0 308,290 768,216 768,216 58,216 (8,724,648) 0

事　　業　　種　　別
事業
番号

事業主体
名　　称

規　模 事業期間 総　　事　　業　　費　（　千　円　）
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【参考資料様式１】 

 

施設概要（マテリアルリサイクル施設系） 

都道府県名 東京都 

(1) 事業主体名 国分寺市 

(2) 施設名称 リサイクルセンター 

(3) 工  期 令和 ７ 年度 ～ 令和 10 年度 

（全体：令和 ７ 年度 ～ 令和 13 年度） 

(4) 施設規模 処理能力 約 35ｔ/5h 

(5) 処理方式 選別，破砕，圧縮梱包，保管 

(6) 地域計画内の役割 既存施設の老朽化と，循環型社会を形成するため，最新の

技術動向を考慮し，資源化率の向上につながるマテリアル

リサイクル推進施設を整備する。 

(7) 廃焼却施設解体工事の 

有無 

 

有 ・ 無 

 

「ストックヤード」を整備する場合 

(8) ストック対象物 

粗大ごみ，もやせないごみ，有害ごみ（廃乾電池，廃蛍光

管），資源物（陶磁器，小型家電，金物類，靴・かばん・

ベルト・ぬいぐるみ，廃食用油，ビン，資源プラスチッ

ク，カン）（予定） 

「容器包装リサイクル推進施設」を整備する場合 

(9) 容器包装リサイク 

ル推進施設の内訳 

①分別収集回収拠点の整備 

・分別収集：容器包装，製品プラスチック一括収集 

・処理方法：選別・圧縮・保管（予定） 

②小規模ストックヤードの整備（施設規模等未定） 

③簡易プレス機の整備（処理方法，処理能力等未定） 

「灰溶融施設」を整備する場合 

(10) スラグの利用計画  

 

(11) 総事業計画額 

1,902,938 千円(全体：10,627,586 千円) 

うち，交付対象事業費 890,891 千円 

(全体：9,440,891 千円) 
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【参考資料様式８】 

計画支援概要 

 

都道府県名  東京都 

 

(1)事業主体名 国分寺市 

(2)事業目的 マテリアルリサイクル推進施設整備のため 

(3)事業名称 

リサイクルセンター整備事業に係る清掃

センター（工場棟）解体工事発注仕様書等

作成事業 

リサイクルセンター整備事業に係る要求

水準書・発注仕様書等作成事業 

(4)事業期間 令和６年度 
令和９年度～令和 10 年度 

（令和９年度～令和 13 年度） 

(5)事業概要 発注仕様書作成等 要求水準書，発注仕様書等の策定 

 

(6)総事業計画額

※1 

12,914 千円 

うち，交付金対象事業費 

12,914 千円 

44,473 千円(全体：129,394 千円) 

うち，交付金対象事業費 

36,366 千円(全体：113,180 千円) 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合，本地域計画期間内の金額を記載し，全体の金額を括弧

書きすること。 
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【添付資料】 

添付資料１：地域対象 

１-１：地域対象図 

 

図 1 地域対象図 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料２：目標の設定に関するグラフ等 

２-１：人口と事業所数 

 

図 2 人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 事業所数の推移 
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２-２：事業系・生活系総排出量 

図 4 生活系ごみ及び事業系ごみの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２-３：１事業所あたり・１人あたりの排出量 

図 5 原単位の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２-４：総資源化量と最終処分量 

図 6 総資源化量及びリサイクル率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

  

25,076 25,071 25,612 26,955 26,210 26,133 26,125 25,904 25,683 25,450 25,218 24,986 24,986

2,441 2,815 3,134
2,306 2,570 2,561 2,536 2,419 2,303 2,186 2,069 1,953 1,953

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

（ｔ） 生活系 総排出量 事業系 総排出量

実績 ← → 予測

14,117 13,973 14,248 14,659 15,047 14,600 14,591 14,444 14,297 14,144 13,991 13,839 13,839

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

（ｔ） 総資源化量 最終処分量

実績 ← → 予測

135.2 133.0 134.8 139.6 125.6 127.6 133.8 127.1 125.3 123.4 121.6 119.8 119.8

664

766

853

628 606 604 598
571

543
516

488
461 461

0.0

250.0

500.0

750.0

1,000.0

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

（ｔ） 1人あたりの排出量 1事業所当たりの排出量

実績 ← → 予測



 

 

２０ 

添付資料３：現有処理施設等の概要 

３-１：現有施設設置位置及び（仮称）国分寺市リサイクルセンター設置予定地 

 

図 7 現有施設設置位置及び（仮称）国分寺市リサイクルセンター設置予定地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リサイクルセンター設置予定地 



２１ 

添付資料４：ハザードマップの概要 

４-１：国分寺市ハザードマップ・土砂災害マップ（抜粋）と（仮称）国分寺市リサイクル

センター設置予定地 

 

図 8 国分寺市ハザードマップ・土砂災害マップ（抜粋）と（仮称）国分寺市リサイクル

センター設置予定地 

 

リサイクルセンター設置予定地 


